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通期業績予想数値と実績値との差異に関するお知らせ 
 

 平成 27 年 8 月 12 日に公表しました平成 27 年 12 月期（平成 27 年 1 月 1日～平成 27年 12 月 31 日）

通期業績予想数値と本日公表しました平成 27 年 12 月期の実績値との間に差異が生じましたのでお知

らせいたします。 

  

記 

 

 

平成 27 年 12 月期通期連結業績予想数値と実績との差異（平成 27 年 1 月 1日～平成 27 年 12 月 31 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

3,182 

百万円 

△238 

百万円 

133 

百万円 

64 

円 銭 

14.55 

今回修正予想（Ｂ） 3,131 △132 69 99 22.36 

増減額（Ｂ－Ａ） △50 +106 △63 +34 － 

増減率（％） △1.6 ― △47.7 +53.8 － 

（ご参考）前期実績 

（平成 26年 12 月期） 
3,050 322 367 211 47.39 

 

平成 27 年 12 月期通期個別業績予想数値と実績との差異（平成 27 年 1 月 1日～平成 27 年 12 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

3,154 

百万円 

203 

百万円 

100 

円 銭 

22.60 

今回修正予想（Ｂ） 3,103 209 △24 △5.38 

増減額（Ｂ－Ａ） △51 +6 △125 － 

増減率（％） △1.6 +3.2 － － 

（ご参考）前期実績 

（平成 26年 12 月期） 
3,017 385 239 53.66 

 

 



業績修正の理由 

 

（１）連結業績予想数値と実績との差異要因 

 この度の業績修正はいくつかの差異要因が複合することにより、各段階利益ごとに差異の方向が異

なる結果となります。差異要因の詳細は下記のとおりです。 

項目 差異の方向 主たる差異要因 

売上高 ▲50 百万円の未達 システム開発受託（スポット）売上の期ずれ（※１） 

営業利益 ＋106 百万円の超過 補助事業に係る費用発生が想定よりも過少 （※２） 

経常利益 ▲63 百万円の未達 持分法投資損失が想定よりも過大     （※３） 

当期純利益 ＋34 百万円の超過 特別利益の発生（持分法変動利益） 

税金費用が想定よりも過少        （※４） 

 

（※１）システム開発受託（スポット）売上の期ずれ 

売上高未達の主たる要因は、期末引き渡し予定のシステム開発受託案件の納品が遅れたことによる

ものですが、利益率の低い案件であり売上原価も同様に減少するため、営業利益以下の損益影響は限

定的となります。 

 

（※２）補助事業に係る費用発生が想定よりも過少 

当社は経済産業省が実施する補助事業（大規模 HEMS 情報基盤整備事業、地産地消型再生可能エネル

ギー面的利用等推進事業及び那覇市地産地消型スマートコミュニティ構築事業可能性調査）に採択さ

れており、当該事業に係る費用を販売費及び一般管理費に計上し、当該費用に対する補助金収入を営

業外収益に計上しております。 

営業利益が＋106 百万円の計画超過となったのは、補助事業に係る費用の実績値が計画値よりも 110

百万円過少であったためです。なお、当該事業に対する補助金収入についても同様に計画値より過少

となるため、当該要因が経常利益の差異に与える影響は限定的となります。 

 

（※３）持分法投資損失が想定よりも過大 

 当社が保有する関係会社株式に関する持分法投資損失（営業外損失）が計画値よりも 60 百万円過大

に生じたことによるものです。 

 

（※４）特別利益の発生（持分法変動利益）／ 税金費用が想定よりも過少 

当社が保有する関係会社株式に関して持分法変動利益32百万円が発生し、特別利益を計上したこと、

及び税金費用の実績値が計画値より 65 百万円過少であったことによるものです。 

 

（２）単体業績予想数値と実績との差異要因 

当社が保有する関係会社株式の一部につき、期末段階にて実質価額が簿価を著しく下回ったことか

ら、関係会社株式評価損 195 百万円を特別損失として計上したことによるものです。 

なお、連結財務諸表における当該損失の取扱いについては、前述（※３）のとおり過年度決算及び

今期決算にて持分法投資損失として計上しております。 

 

（３）期末配当予想について 

期末配当予想につきましては、平成 27年 8 月 12 日公表の予想数値から変更せず、期末配当金 30 円

（中間配当実績 25 円、年間配当金合計 55 円）を予定しております。 

 

以  上 


